










































































































ステ ジー2 ステ ジーN
出所：根来・藤巻（2013）
2.2　レイヤー構造







































などの情報コミュニケーション財（出口， 1993, 1995, 1996, 2005）や空間市場において各ビジ












































か、という「差別化戦略」に関する課題である。この点について Brandenburger and Stuart
（1996）は、自社の付加価値を相対的に上げる方法、つまり差別化の方法を提示している。
3 つ目の戦略課題は、他人に任せることを、どうコントロールするか（分業した業務のコ








































因となることを示している。また、Eisenmann, Parker and Van Alstyne（2007, 2011）は、「プ
ラットフォーム包囲 (7)」の戦略を提唱し、マルチメディアビューワー市場のリーダーであった
リアルネットワークス（Real Networks）の Real Player に対してマイクロソフト（Microsoft）















































たセブン - イレブンの ATM 事業が他社と異なる戦略を選択した経緯と必然性がより深く理
解できる考えたためこの方法を選択した。セブン - イレブンとの比較として取り上げるコン
ビニ ATM は、am/pm、ファミリーマート等コンビニ群、ローソンの事業とした。これら 4
社はコンビニ ATM の本格的開始から 2 年程に参入し、成果に影響すると考えられる参入時
期とレイヤー構造が異なる事例である。
5.2　am/pm の ATM 事業
am/pm(9) は、1999 年 3 月にコンビニ店舗で最初の本格的 ATM サービスを開始した。サー
ビス開始は業界最先発と言えるが、実際には ATM 事業を運営していたのはさくら銀行 (10) で
あり、am/pm は店舗をさくら銀行に貸しているのみだった。従って、am/pm に置かれたさ
くら銀行の ATM（@BANK という名称）のサービス内容は、さくら銀行の ATM と基本的に
同じだった。サービス開始が他社よりも早かったのも、さくら銀行が従来から行っていた事
業の提供場所だけの変更だったからである。
場所貸しを行った am/pm の狙いは、ATM 利用を目的とした来客数の増加である。am/
pm は当初の事業リスクを負わないで済む一方で、結果的に ATM 事業による収益を享受す
ることはできなかった。









出所：日経ビジネス 2000 年 10 月 2 日号より筆者作成
(9) am/pm は、2010 年 3 月にファミリーマートへ吸収合併されている。





ファミリーマートは 1999 年 9 月に、コンビニ 8 社と共に E.net（イーネット・ATM 管
理会社）を設立、am/pm に次ぐ 2 番手でコンビニ ATM 事業に参入した。一方ローソンは
2001 年 10 月に、コンビニとしては単独でローソン ATM ネットワークス（ATM 管理会社）
を設立し業界最後発でコンビニ ATM 事業に参入した。
両陣営の事業は参入時期が異なるが、ATM 管理会社を通じての参入という点では同じで
ある。それぞれが設立した ATM 管理会社には、ATM を設置するコンビニ、提携銀行を始め
とする金融機関などが当初から出資している。ATM の管理は ATM 管理会社が行い、現金の
管理は提携する銀行が行っている。
ファミリーマートやローソンの ATM 事業参入の最大の目的は、ATM 利用を目的とした来
客数の増加である。コンビニは一部出資しているため、ATM 事業による収益も部分的に享
受できる。図表 5 ～ 7 には、E.net、ローソン ATM ネットワークスの会社概要と収益モデル
を示す。
図表 5　E.net の会社概要






ATMの主な設置場所 ファミリーマ トー、ミニストップ、サークル Kサンクス、スリーエフ、セ ブーオン、コ
ミュニティストア、ポプラ、生活彩家、デイリーヤマザキ、セイコーマ トー等
出所：E.net ホームページより筆者作成
図表 6　ローソン ATM ネットワークスの会社概要


























出所：『ローソン annual report 2010、2011』より筆者作成
5.4　セブン - イレブンの ATM 事業
セブン - イレブンは 2001 年 5 月に、親会社がアイワイバンク銀行 (11) を設立して、3 番手で
コンビニ ATM 事業に参入した。am/pm より 2 年以上遅いサービス開始となり、4 社の中で
は後発組である。他社との違いは、ATM を設置するコンビニの親会社が作った銀行が ATM
を運営していることである。単独企業グループでの ATM、銀行事業への参入である。
セブン - イレブンの ATM 事業の目的は、来店客の利便性向上である。コンビニは ATM 事
業のリスクを単独企業グループで負っているため、ATM 事業による収益を全てグループで
享受できる。図表 8 ～ 9 には、セブン銀行の会社概要と収益モデルを示す。
図表 8　セブン銀行の会社概要







ATMの主な設置場所 セブン -イレブン、イトーヨーカドー等 7&iグループ商業施設、空港、駅等
出所：セブン銀行ホームページより筆者作成

















各社の ATM 設置台数の推移を図表 10 に示す。本稿では、各社の競争の結果として ATM
設置台数を用いる。本来競争の結果としての目的変数は各社の収益を用いるべきだが、ATM



















































1,140 1,165 1,200 1,247


































































図表 11 は、前節で見た 4 社の事業参入状況をレイヤー構造で表したものである。am/pm
は ATM ビジネスに参入していない。ファミリーマート等コンビニ群とローソンは ATM ビ
ジネスを銀行などと連携して行っている。セブン - イレブンのみ ATM、銀行レイヤーに単独
で参入している。4 社全てにおいて ATM レイヤーは銀行レイヤーに対してオープンになっ
ている。つまり、どの ATM でも多くの銀行とつながっていて、利用者は多くの銀行から自
分の口座のある銀行を選ぶことができる。店舗レイヤーの横幅が銀行、ATM レイヤーより




が、それ以外の戦略項目ではセブン - イレブンの戦略が優れていると言える。以下セブン -
イレブンの 4 つの戦略について、その内容を検証していく。

























図表 12　コンビニ ATM 事業のレイヤー戦略比較
@BANK E.net セブン銀行 ローソン ATM

































ある。セブン - イレブンはこの点を十分認識し、利用者にとって ATM の利便性を高めるた
めに銀行、ATM レイヤーへ参入しなければならない、と考えたと想定される。そのことは、
セブン - イレブンが ATM 事業だけでなく、銀行事業にも参入するに至った経緯からも伺え
る。当初、セブン - イレブンは銀行との共同出資で ATM 管理会社設立を目論んでいた。




には 2 つの難問がある。1 つは銀行法の規制、もう 1 つは銀行の反発だ。（中略）
「業界の慣習に従っていては進歩がない。最終消費者の視点に立ち、ゼロから仕組みを構
築しなければならない」というのがセブン - イレブンの鈴木敏文 (12) 会長の持論だ。これま
でセブン - イレブンはその言葉通り、食品業界や物流業界の古い慣習を一つひとつ覆して
きた。（日経 BPnet 1999.6.8『セブン - イレブンの ATM 参入に 2 つの課題』より。括弧内
は筆者加筆。）
つまり、セブン - イレブンは事業検討開始当初から、手数料の引き下げなどサービスコン





でセブン - イレブンは、ATM を銀行と共同出資で設立予定の新会社と提携する銀行の営業所













（『セブン - イレブン・ジャパン：終わりなきイノベーション 1991-2003』より。括弧内は筆
者加筆。）
セブン - イレブンは主体的に ATM サービスを行う、つまりサービスコントロールをする
ために、ATM 事業だけでなく、銀行事業にも乗り出したと言える。そして銀行事業に踏み
出した結果、セブン - イレブンは他社よりも速い ATM 設置スピード、利便性の高いサービ
スを実現することに成功した。











セブン銀行を ATM 特化型銀行とすることで、主に 2 つのサービスのコントロールに成功
していると考えられる。まず 1 つには、ATM 設置スピードの速さである。5 節で見たよう
に、参入が後発であるにもかかわらず、セブン - イレブンの ATM 設置スピードは他社と比
較してかなり速い。ATM が全国の店舗に設置されれば利用者の利便性は高まる。もう一つ
は、ATM 機器の開発である。セブン - イレブンは 10 年の間に 3 世代の ATM を開発し、運
用している。世代が代わるたびに通信処理・紙幣入出金の高速化、セキュリティ強化、現金
不足防止対策などのサービス機能改善を図っている。機器の開発には、メーカーだけでなく、
セブン - イレブンも主体的に参加し、仕様作成を行っている。いずれも ATM を事業の中心
に置く ATM 特化型銀行であるからこそ実現可能なサービスであり、サービス面での他社と
の差別化を可能にしている。
コストコントロールにも注力している。1 つには、開発コストの削減である。セブン - イ
レブンの ATM 初代機は、1 台約 200 万円と低コストに抑えられている。これは、銀行がこ
れまで設置してきた ATM の 3 分の 1 から 4 分の 1 の値段である (13)。また、運用コストは、
各種取引によるコンピュータ処理、システム監視、警備、電話と、従来は 4 回線必要とした
回線を 1 回線にしたことなどが大きく影響し、従来の ATM に比べて 1 台当たり約 3 分の 1
に抑えることができた (14)。このようなコスト削減努力に支えられ、セブン - イレブンは設立 3
年目以降、現在に至るまで黒字を継続している。














(13) 日経ビジネス 2000.10.2, pp.32-37.『カネはコンビニで下ろす　ATM 定番へ、加速する設置競争』より




用できる金融機関は、2008 年 9 月末時点でセブン銀行を含め 483 金融機関であり、他社は一














コンビニ ATM 産業における 4 社のレイヤー構造については、6 節の図表 11 で示したとお
りである。この図から、セブン - イレブンのレイヤー構造は先行する am/pm、ファミリー
マート等コンビニ群のどちらとも異なっていると言える。具体的には、ATM レイヤーへの
単独参入という点、銀行レイヤーへ参入しているという点が異なっている。
構造の違いは、差別化につながる可能性がある。セブン - イレブンが取った ATM レイ
ヤー、銀行レイヤーへの参入というレイヤー構造は、ATM レイヤーがコントロールできた
という点で他社との差別化につながったと考えられる。ATM 設置スピードを加速し、後発




ビニ群も先行する am/pm とは異なるレイヤー構造を取っている。この場合、am/pm とは
ATM レイヤーへ参入しているという点で異なっている。しかし、ATM レイヤーへの参入が
単独でなかったため、ATM レイヤーのコントロール、つまり ATM 設置スピードやサービス
の意思決定をコンビニが主導できず、サービス開始が先行したにもかかわらず、セブン - イ
(15) 日経プラスワン 2008.11.8『コンビニ ATM　手数料・利用時間に違い　提携金融機関の把握大切』より

















本稿の貢献は 3 つある。1 つ目は、ネット化、デジタル化によって生まれた新しい産業構
造に対応するための戦略課題の仮説を構築したことである。本稿では、バリューチェーンと
レイヤーの双方の戦略に関する先行研究から、レイヤー構造を持つ産業における 4 つの戦略
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